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日本学術会議の創立を世界的な「アカデミー」の歴史のなかに位置づけ，それが一
国を代表する研究者の団体と，一国の研究者を代表する団体の二つの系譜を引くこ
とを示し，その在り方を考察する．
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はじめに

社会との関係において学問の自由とは，学
問が社会から過度な制約を受けずに健全に発
展する条件を備えることであり 1），個人の研
究上の自由だけの問題と見なすのは幼稚な考
えである．学問が社会に依存する時代に，そ
の自由を制度的に最適化する問題は簡単でな
い．各国にあるアカデミーはその制度の一翼
をなす．本稿は日本学術会議の創立を世界的
なアカデミーの歴史のなかに位置づけ，それ
が二つの系譜を受け継ぐことを示し，それが
起こった経緯を論じる．
学術会議創設の本格的な歴史研究は 1960

年代に広重徹が始めた 2,3）．その後，中山茂
らにより連合軍総司令部（GHQ）の資料を
用いた研究がなされた 4,5）．これらを踏まえ，
本稿では若干の新資料を用いて考察を試みる．
筆者は学術会議について一般向け記事を書い
ており，重複部分はここでは簡略にした 6）．

科学史を「科学の歴史」の研究とする誤
解があるが，その前提はある時点において科
学が出現し，その歴史が始まったとすること，
つまり科学を超歴史的な概念とみなすことで
ある．実際には科学は多義的で歴史的に変遷
し，歴史的にしか把握できない．そこで英語
圏の科学史では，ミシェル・フーコーに倣っ
た（但し，必ずしも同じでない）系譜学的な
方法がよく用いられる．それは例えば，現在
の科学についての考察から，それ以前の知識
生産の仕方をたどり，それが現在の科学とな
る力関係その他の条件を考察するような形を
とる．同様な手法は，様々な対象に適用可能
で，アカデミーはその一つと言える．国ごと
に分化した点で，強い同一化作用が働く科学
と違って，むしろ系統学と考えるべきかもし
れないが 7），特定のアカデミーに関しては系
譜学的に考察することができる．

1　アカデミーと戦前日本の学術体制

日本学術会議法第二条に学術会議は「わが
国の科学者の内外に対する代表機関」とある．
この「代表」の意味から，学術会議には二つ
の系譜が考えられる．一つは，ある国を代表
する，最も優れた学者を集めた団体である．

アカデミーの系譜と
日本学術会議の創設
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これの系譜は 17世紀末に組織化されたパリ
王立科学アカデミーまでたどることができる．
このような機関は複数の機能を持ち，例えば
栄誉機関としての機能，国家的に重要な専門
的事項に関する助言機関の機能，学会・出版
機能，遠隔地の学者との通信の窓口となる国
際連携機能などである．また，初期のアカデ
ミーは研究を実施する機能や，資料を収集・
保管する機能も持っていた 8,9）．
パリ王立科学アカデミーは啓蒙専制君主に
よる学術奨励のモデルとなり，ペテルスブル
クやベルリンなどに同様の組織ができた．こ
れに先行したロンドンのロイヤル・ソサイエ
ティも，むしろこの科学アカデミーに擬する
形で国家的な機関に改革された．すべての機
能が受け継がれたわけでなく，国ごとの事情
と経緯により，分化・多様化していった 10-14）．
最も優れた学者の選出は根源的に困難であ
り，その方法がアカデミーの性格を規定した．
会員による選別と終身制をとることで多くの
アカデミーは保守的な組織になった．この問
題は 20世紀に世代交代より学問の進歩が早
くなり，その成果が国の軍事と産業を左右す
るようになると深刻化し，新種の機関の需要
が生じた．1916年に米国の G.E.ヘールが発
案してできた全米研究評議会（NRC）がそれで，
第一次大戦への参戦を予期して，政府，教育，
産業界およびその他の研究機関間の協力を図
ることが目的であった 15）．
もう一つの系譜は，国や地域の研究者を
代表する団体である．選別するのではなく，
なるべく多くの会員を含め，その中で代表
を選んだ．この系譜は 1822年創立のドイツ
自然探究者医師協会（GDNÄ）まで遡る 16,17）．
英国科学技術振興協会（BAAS）と，米国科
学技術振興協会（AAAS）もその系譜に連な
る 18,19）．
戦前日本の国家的学術機関は，帝国学士院

（学士院），学術研究会議（学研），そして学
術振興会であるが，ここで関係するのは前二
者である．学士院の最初の案は D.マレーの
「日本文学館」で，より具体的には学術に関
して文部省が諮問する「各種専門の碩学を網
羅せる団体」が田中不二麿によって立案され，
1879年に東京学士会院が設立された．文部
省の予算で運営されながら，独立性の高い組
織として設計された 20）．これが帝国学士院を
経て，日本学士院となった．学士院賞を授賞し，
顕著な業績ある学者を終身会員とする栄誉機
関であり，今でも紀要を出版する 21）．
学研は，1920年学士院の建議で文部省の

下に設立された．1918年 10月ロイヤル・ソ
サイエティの発議で，連合国側の科学アカ
デミーの代表者が今後の学術協力を議論す
る会議が開催され，日本学士院も櫻井錠二と
田中館愛橘を派遣した．その決議には，科学，
工業および国防に関わる研究のための万国
学術研究会議（International Research Council，
IRC）の設立を目指すこと，そのための委員
会の設立と，各国で IRCを構成する学術研究
会議（NRC）を設立ないし既存の機関をもっ
てこれに代えるよう各国アカデミーが努力す
ることが含まれていた．この原案を作成した
のは上述のヘールで，彼は戦争により機能停
止した万国学士院協会に代り，まず連合国だ
けで国際組織を作り，NRCのような組織の
連盟とすることで敵国の排除と学問の国際主
義のジレンマを解こうとしたとされる 22）．続
いて 11月に開かれたパリにおける会議にお
いて IRCの設立が決議された 23,24）．
既存の機関が NRCに代わり得る修正案を

提案したのは櫻井だが 25），国内ではむしろ
NRC設立を進め，政治的に立ち回って 1920
年に学術研究会議を設立させた 26）．親英派の
彼は親独的な学士院が IRCに加入するのを
避けたと思われる．これが学術会議の前身で
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あるので，櫻井はその産みの親の一人であり，
2020年はその百周年であった．会員任期は 6
年で，学研の推薦に基づいて内閣が任命した．
日本の研究水準が高まるとともに，現役研究
者からなる学研は重要性を増し，特に 1938
年に科学研究費交付金制度ができて文部省に
よる助成金が 300万円に急増したとき，その
配分審査を委嘱され，さらに戦争の進展とと
もに科学動員を担った 27,28）．

GDNÄの系譜に連なる戦前の団体は日本学
術協会である．1924年に亀高徳平らが構想し，
独立して長岡半太郎が学研において BAASの
ような組織の設立を提案し可決された 29）．翌
1925年に日本学術協会と名称を定め，第 1
回の大会で会長の古在由直は GDNÄ，BAAS，
AAASを挙げて，自然科学の諸学会を連合し，
科学者相互の協力と科学的知識の普及をはか
る団体の必要性を説いた 30）．各地で年次大会
を開き，その内容を『日本学術協会報告』と
いう雑誌に発表した．1943年頃活動を休止し，
1948年までは存在を確認できる 31）．

2　仁科芳雄の「組合」とSLの刷新案

占領期科学政策のキーパーソンの一人は仁
科芳雄である．戦時中から研究体制に関心を
持ち，研究隣組では運営委員長を務めた 32）．
学士院院長の長岡らの世代が研究を国家や社
会から比較的独立して行うものと考えていた
のに対し，仁科や菊池正士ら国際的な研究を
行うグループの指導者らは，科学の産業・軍
事へのインパクトを強調し，国家的体制によ
る日本の科学の発展を目指し，政府が科学者
の意見を聞かないのを不満とした．仁科の戦
後の活動は戦前の延長だが，民主主義をより
重視し，原爆調査の体験と食糧・資材不足を
背景として平和主義・民生重視に傾いた 33,34）．
戦後の仁科の研究体制に関する考えは， 

1946年 3月付の「日本再建と科学」に良く

表れている．一国の産業と科学が相互に促
進し，産業における革新には基礎科学の発展
が必須と認識した彼は，この好循環を作るに
は，当時可能な科学研究をすぐに再開すべき
と考えた．それには科学者が生活できる環境
が必要で，それを政治的に実現するため全国
の科学者の「組合」を組織することを提案し
た．さらにこの組合に，科学者が視野を広め，
政治的な訓練をする教育的な役割も期待し
た．仁科は，科学が政治に使われるだけでなく，
この組合を通して科学者の意思を政治に反映
させねばならぬとした 35）．このような組織は
GDNÄの系譜に連なるものであるが，この発
想は戦前の学術協会への参加と戦時動員の経
験に基づき，また当時労働組合が多数結成さ
れたのを背景とするものであろう 36）．
占領期には仁科ら新興指導者と長岡ら学界
長老との力関係が変わった．GHQは占領直
後から科学者を派遣するよう陸軍省に要請し
ていたが，1946年 1月になって H.C.ケリー
が経済科学局科学技術課顧問に着任した．最
初は核研究がなされないように監視するのが
役割だったが，それ以上に日本の研究体制の
抜本的な改革に熱意を持つようになった．産
業復興・民生安定に科学者のより大きな役割
を期待し，行き過ぎたアカデミズムの是正と
東大中心の学術 3団体の改組を目指した 37,38）．
仁科はケリーと深い信頼関係を持った 39）．

1946年 4月 12日篠原健一宛に，日本の研究
者の代表のグループを作ることをケリーらに
提案したと書いている 40）．ケリーも日本の
より若い世代の科学者に人脈を広げ，1946
年 6月に，GHQと日本の科学者の間の連絡
を取るという「科学渉外連絡会（Japanese 
Association for Scientific Liaison, SL）」が結成
された 41-43）．ケリーは SLと学術 3団体に討
論させ，後者への SLの批判を容れて，SLを
中心に改革を進めようとした 44-46）．
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仁科は学研会長亀山直人と並んで SL顧問
となっていたが，8月に菊池にあてた書簡で
敬遠されて「祭り上げ」られたとこぼし，SL

が学界一部しか代表していないことを問題視
した 47）．実際，SLは仁科の「組合」案を取
りこみつつ，より先鋭化していた．嵯峨根遼
吉は長岡の息子だが，SLの中心メンバーで
あり，1946年 12月に発表した文章で，科学
者が団結して政治に影響を与えるべきだと
した．そのために選挙によって選ばれた代表
者による議会同様の審議機関を作って現役科
学者の総意を代表させ，内閣直属の科学庁を
作って科学行政を担当させ，研究隣組や民間
団体を活用して科学技術者間の連絡を行うと
いう案を示した 48）．「組合」を平時の科学動
員とみて国の機関とする発想はあり得たが，
仁科自身は明示的には書いていない．SLは
これを明確に学研に代わる国の機関としたの
である．

3　世話人会，刷新委から学術会議へ

改組対象の学士院等 3団体も案を練ったが
守旧的で，学界内外でも，GHQにも不評であり，
他方私的団体の SLは政治的正統性を欠いた．
両者を仲介し，この行き詰りを打開したのは
学術体制世話人会の設立である 49）．これは新
体制を策定する学術体制刷新委員会（刷新委）
を選ぶための組織で，1947年 1月 17日に発
足した．刷新委選出法の詳細は分野で異なる
が，基本的に選挙人を投票で選び，その中で
互選するという間接方式であった．これは学
界有力者が選ばれやすく，ケリーも新聞も批
判的であり，刷新委も反省した 50-52）．

8月までに刷新委は選出され，それ以降会
合が開かれた．世話人会からの引継，諸団体・
有志の刷新案，刷新委，GHQおよび米国学
術諮問団の議論が学術会議の性格を決めた．
その分析は字数がないので別の機会に譲るが，

ベースとなったのは SL案である．限られた
時間の中で詳しい調査なしに制度設計がなさ
れ，翌年 7月日本学術会議法が成立した 53-61）．
最初の学術会議の基本的な性格のうち，分
野ごとの研究者による直接選挙は，刷新委
の間接選挙に対する批判が強かったからで
あろう．さらに GHQもこれを好んだ．その
背景は 1947年 5月の片山哲政権成立である．
1946年半ばに左翼学術団体関係者と会談した
ケリーらは，社会党政権が会員任命を左右す
ると，左翼勢力が強くなることを懸念し，首
相には形式的任命権のみ与える案に傾いた 62）．
学術会議第 1期会員選挙は 1948年 12月に
行われ，東大関係者が多く落選したことにケ
リーは満足したが，目論見とは逆に，民主主
義科学者協会被推薦者が多く当選した 63）．そ
の後の学術会議は，研究体制の整備に大きな
役割を果たした．初期の会員は真摯かつ徹底
的に審議を行い，政府も多くの勧告を受入れ
た 64）．同時に学者の組合として，研究者の待
遇についての調査・勧告等も行った 65,66）．
他方で，直接選挙の弊害も現れはじめた．

学術会議設計の中心は40歳そこそこのケリー
を始め，刷新の熱情にあふれた若い理想主義
的な人たちであった 67）．彼等は研究者が皆
自分達と同じく振舞うと信じ，学術への貢献
のために研究時間を犠牲にする奉仕的精神を
もった会員を想定し，会員を特権とみなす者
が現れると想像しなかった 68）．委員長の兼重
寛九郎が選挙で落選したのは，刷新委がどれ
だけ無私に制度設計をしたのかを象徴してい
る．このような高い理想とは裏腹に，つくら
れた制度は意図せざる結果を生み出した．す
でに第 2期の選挙で，会長の亀山は投票先の
指示・強制や用紙の操作の醜聞を指摘し，自
分への投票を乞う候補者を見て，これでは国
政選挙等と変わらないではないかと嘆いた 69）．
学界の組織は主に学者自身が本業の傍ら
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で運営する．選挙運動と組織の活動に時間と
労力を割け，結束の堅い集団が選挙で有利で
あり，影響力を持つ 70）．研究よりもこうし
た活動に意欲を持つ動機は多様だが，犠牲的
精神より強いのは外部政治団体との繋がりで
ある． これは一種の利益相反状態を生む危
険がある．会員の責務は学術の発展であるの
に，それよりも外部の団体や政党の利益を優
先する者が影響力を持ち得るという状態であ
る．学術会議においてその団体が左派だった
のは歴史的偶然で，様々な方向に振れる可能
性があった．
今では直接選挙制は学会推薦制を経てコ・

オプテーション方式に代わり，しかも学界に
おける左翼団体の影響力は退潮して上記の問
題は過去のもので，むしろそれを口実とした
政府の介入のほうが有害である．しかし研究
者が会員を選出しない学術会議は，もはや研
究者を代表する機関ではなく，過去に研究者
を代表して発した声明を継承する正統性もな
い．組合としての機能も弱体化し，典型的に
は若手研究者の窮状も防止できなかった．

おわりに

日本学術会議は，二つの系譜を融合させた
組織で，他に例を見ない画期的な試みだった．
これが実現したのは，守旧派と左翼勢力の狭
間で，SLの路線を GHQも学界・世論の大勢
も支持したからである．しかし，SLの中心
は比較的未経験な理想家たちだった．彼等の
案が機能するためには，各研究者が優れた学
者を選ぶ能力をもち，利害好悪を越えて投票
し，選ばれた会員が学術政策を理解し，学派・
党派の利益より学術の発展を優先する必要が
あった．これは民主制の理想が代表者は支持
者の利益を代弁するだけでなく，議論を通し
て国益，すなわち国民の福利を最大化し，政
治的に優勢でも，これを党や支持層の特殊利

益より優先すべきなのと似ている．実際の国
政がこれと真逆なのと同じく，学界でも理想
は成らず，二つの系譜の融合は失敗に終わっ
た．
現在，専門知の役割は増大し，それについ

て社会に助言する機能を持つ機関の必要性も
高まっている．学術会議は，今後も最高の学
識を持つ者の集団としてその機能を果たすべ
く，高い独立性と公的支援が維持されるべき
だが，それは社会に奉仕するのであって研究
者を代表するのでない．幅広い研究者を会員
とし，会員が選出した利益相反のない代表を
持ち，研究者の利益保護を目的とする組織は
別に必要である．学界が一つの業界でしかな
い今日，その団体には公費を用いる正当性は
なく，研究者自らが支えなければならない．
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